
事業のながれ

◇協議書提出の前に、

建築基準法の道路種別

等を必ずご確認くださ

い。

◇確認申請の際に、建

築主事等へ「事前協議

通知書」を提示してく

ださい。

◇自主整備の場合、協

議時に「整備計画書（写

真添付）」、整備後に「整

備完了届（写真添付）」

の提出が必要です。

◇区による拡幅整備を

行なう場合、整備費用

は区が負担いたします。

また、整備工事は区が

契約する業者が施工し

ます。

事
前
協
議

拡
幅
整
備

整備関係書類の提出

協議済通知書の交付

相談・調査

建築確認申請等

協議書の提出

30日前

現　場　立　会　い

所有権移転

分筆

整　備　工　事

助　成　制　度　等

管理は世田谷区 管理は所有者等

整備
承諾

無償使
用承諾

寄　附

区道・区管理道路の場合

自主整備

私道の場合

後退用地の測量実施 中心点等標示

各制度や手続きの概要

5－5　世田谷区街づくり条例

１．条例の目的
　街づくり条例は、安全で住みやすい快適な環境の市街地を形成することを目的としています。

世田谷区には様々な街があり、それぞれの街の個性を守りながら、より暮らしやすい街にしてい

くためには、実際に暮らしている住民が主体となった街づくりが重要です。この条例に基づき、

「地区街づくり計画」など、様々な「街（づくり）のルール」が世田谷区内で定められています。

２．街づくり条例に基づく様々な制度
①　区民街づくり協定

　　住民同士や町会・商店街等で定めた、それぞれの街の街づくりに関する取決めを届け出てい

ただき、区が「区民街づくり協定」として登録します（一定の要件があります）。区は建築等

を行う事業者に、窓口等で協定の存在を周知します。（建築等に際しては、事前に協定の代表

者にご連絡の上、ご相談ください。）

②　地区街づくり計画（街づくり誘導地区）

　　建物や道路・公園など、街づくりに関する地区特有のルールを、地区住民の提案等に基づ

き、区が策定するものです。建築行為等を行う際は地区街づくり計画に即した計画とし、街づ

くり誘導地区として指定されている場合は、建築確認申請の前かつ工事着手の30日前までに、

「建築行為等届出書」を管轄の街づくり課に提出することが必要となります。

③　地区計画（法に基づく制度ですが、策定手続が条例で定められています。）

　　 詳細は、67ページをご覧ください。　

④　大規模土地取引行為の届出

　　大規模（3,000㎡以上）な土地の取引に当たっては、その契約予定日の３ヶ月前までに、譲

渡人（売主等）より、区への届出が必要になります。

　　区は、届出を受けたのち、当該土地に関連する街づくりの方針等の情報を届出者に提供しま

すので、届出者は、その情報を譲受人（買主等）に伝達した上で、土地取引の契約を行うよう

にしてください。

59



⑤　建築構想の調整

　　敷地面積3,000㎡以上または延べ面積5,000㎡以上の建築物を建築しようとする事業者（以下

　「建築事業者」といいます。）は「建築構想の調整」の手続きを行うことが必要です。

　（手続きの概要）　

　　①　建築構想を区に届け出る。

　　②　建設予定地に標識を設置する。（区への報告が必要）

　　③　周辺住民に対し、建築構想の内容を図面等により周知する。（区への報告が必要）

　　④　周辺住民に対し、建築構想の説明会を実施する。（周辺住民からの求めがあれば２度ま

　　　で実施）

　　⑤　意見交換会に出席する。（意見交換会は、周辺住民又は事業者から開催の求めがあった

　　　場合に、必要に応じて区が開催）

　　※本制度に基づく必要な手続きを完了した場合は、「手続完了通知書」の交付を受けて、その後他の条

　　　例等（住環境整備条例、中高層紛争予防条例等）に基づく手続きに入ることになります。

担 

当

◆街づくり条例の上記各種制度についての届出、問い合わせ

　　　各総合支所　街づくり課（連絡先は115ページをご覧ください）

◇街づくり条例に基づいて登録・策定された協定や計画等の区域の調査

　　　都市整備政策部　都市計画課　都市計画担当　

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号 03－6432－7148　ファクシミリ 03－6432－7982

60


